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第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 市国民保護対策本部設置前における緊急事態連絡室等の設置及び初動措置  

(1) 緊急事態連絡室等の設置 

① 市長は、現場からの情報により多数の人を殺傷する行為等の事案の発生を

把握した場合においては、速やかに、県及び県警察に連絡を行うとともに、

市として的確かつ迅速に対処するため、緊急事態連絡室を設置する。緊急事

態連絡室は、市対策本部員のうち、危機管理監など、事案発生時の対処に不

可欠な少人数の要員により構成する。 

 

※【市緊急事態連絡室の構成等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多数の死者が発生したり、建造物が破壊される等の具体的な被害が発生した場合に

は、当初、その被害の原因が明らかではないことも多いと考えられ、市は、武力攻撃事

態等や緊急対処事態の認定が行われる前の段階においても、住民の生命、身体及び財産

の保護のために、現場において初動的な被害への対応が必要となる。 

また、他の市町村において攻撃が発生している場合や何らかの形で攻撃の兆候に関す

る情報が提供された場合においても、事案発生時に迅速に対応できるよう、即応体制を

強化しておくことが必要となることも考えられる。 

このため、かかる事態において初動体制を確立し、関係機関からの情報提供を迅速に

集約・分析して、その被害の実態に応じた応急活動を行っていくことの重要性に鑑み、

市の初動体制について、次のとおり定める。 
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② 緊急事態連絡室は、消防機関及び消防機関以外の関係機関を通じて当該事

案に係る情報収集に努め、国、県、関係する指定公共機関、地方指定公共機

関等の関係機関に対して迅速に情報提供を行うとともに、緊急事態連絡室を

設置した旨について、県に連絡を行う。 

この場合、緊急事態連絡室は、迅速な情報の収集及び提供のため、現場に

おける消防機関との通信を確保する。 

(2) 初期措置の確保 

市は、緊急事態連絡室において、各種の連絡調整に当たるとともに、現場の

消防機関による消防法に基づく火災警戒区域又は消防警戒区域の設定あるい

は救助・計画区域の設定、救急・救助の活動状況を踏まえ、必要により、災害

対策基本法等に基づく避難の指示、警戒区域の設定、救急救助等の応急処置を

行う。また、市長は、国、県等から入手した情報を消防機関等へ提供するとと

もに、必要な指示を行う。 

市は、警察官職務執行法に基づき、警察官が行う避難の指示、警戒区域の設

定等が円滑になされるよう、緊密な連携を図る。 

また、政府による事態認定がなされ、市に対し、市対策本部の設置の指定が

ない場合においては、市長は、必要に応じ国民保護法に基づき、避難の指示、

警戒区域の設定、対策本部設置の要請などの措置を行う。 

(3) 関係機関への支援の要請 

市長は、事案に伴い発生した災害への対処に関して、必要があると認めると

きは、県や他の市町村等に対し支援を要請する。 

(4) 対策本部への移行に要する調整 

緊急事態連絡室を設置した後に、政府において事態認定が行われ、市に対し、

市町村対策本部を設置すべき市町村の指定の通知があった場合については、直

ちに市対策本部を設置して、新たな体制に移行するとともに、緊急事態連絡室

は廃止する。 

 

 ２ 武力攻撃等の兆候に関する連絡があった場合の対応  

市は、国から県を通じて、警戒態勢の強化等を求める通知や連絡があった場合

や武力攻撃事態等の認定が行われたが本市に関して対策本部を設置すべき指定が

なかった場合等において、市長が不測の事態に備えた即応体制を強化すべきと判

断した場合には、担当課室体制を立ち上げ、又は、緊急事態連絡室を設置して、

即応体制の強化を図る。 

この場合において、市長は、情報連絡体制の確認、職員の参集体制の確認、関

係機関との通信・連絡体制の確認、生活関連等施設等の警戒状況の確認等を行

い、本市の区域において事案が発生した場合に迅速に対応できるよう必要に応じ

て全庁的な体制を構築する。 

 


